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２章 地方公共団体におけるヒートアイランド関連施策の現状と課題 

ヒートアイランド対策を推進するためには、地域の現状を把握し、社会状況や地域事情等に適

合した施策を推進することが必要です。このためには、地方公共団体の果たす役割が非常に重要

になっています。一方で、ヒートアイランド対策と地球温暖化対策の違いが分かりにくい現状が

あり、またヒートアイランド対策として効果が期待される施策は、地球温暖化対策や緑化推進、

景観配慮等、まちづくり政策の中で総合的に取り組まれており、ヒートアイランド対策のみで施

策の導入を図るのは実情にそぐわなくなりつつあります。 

このような現状を踏まえ、ここでは地方公共団体関係者向けに、ヒートアイランド施策の導入

状況を把握し、その傾向および施策導入に至るまでの留意事項等についての情報を整理しました。

特に、ヒートアイランド対策施策を未施行の地方公共団体に着目し、何が施策導入の障害となっ

ているのかを明らかにしました。また、海外における関連施策事例についても、整理をしました。 

2.1 地方公共団体における施策の実施状況 

１）ヒートアイランド対策施策 

表 2.1 に示す通り本章で紹介する施策は、幅広なヒートアイランド現象に効果が期待される施

策を対象としました。これらの施策には、現状を把握するための調査事業や、住民や事業者の対

策を促進するための施策、ここ数年夏季における発生が増加傾向にある熱中症に関連する施策等

が含まれます。住民や事業者の対策を促進するには、対策の義務付けや、対策導入に対する財政

的、技術的支援等が含まれます。 

本章では純粋にヒートアイランド対策を目的としていない施策も対象としています。表 2.1 に

挙げられている施策の具体的な事例については、2.1.6 関連施策シートを御参照下さい。 

表 2.1 本章で取り扱うヒートアイランド対策施策 

施策分類 施策一覧 

ヒートアイランド現象やその要因
を把握する施策 

(1)気温、湿度などの観測事業 

(2)都市環境気候図の作成事業 
（地域の気温や風の状況、原因の分布などを整理した図） 

(3)人工排熱排出実態の調査事業 

住民・事業者に
よる対策を促進
する施策 

対策を義務付け
る措置 

(4)対策導入の義務化 

(5)対策導入の検討の義務づけ 

建築基準や土地
利用制約の強化
や緩和措置 

(6)対策の導入に応じた、建築基準や土地利用の制約の緩和・強化 

(7)風の道の創出を目的とした、建築基準や土地利用の制約の強
化・緩和 

対策実施状況を
公開する措置 

(8)環境配慮設計に関する情報を公開する制度 

財政的に支援す
る措置 

(9)対策の導入費用に対する補助金 

(10)対策の維持管理費用に対する補助金 

(11)対策の導入に対する減税措置 

(12)対策の導入費用・維持管理費用に対する低利融資 

技術的に支援す
る措置 

(13)気温上昇を抑制する対策技術の効果を実証又は認証する事業 

(14)対策に関する技術的な情報支援 

熱中症予防のための施策 
(15)熱中症発症実態に係る調査事業 

(16)暑さの状況についての情報提供 
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２）調査手法 

アンケートの対象としたのは、合計 170 の地方公共団体です。この中には、全国の都道府県や

比較的、都市化の進んだ基礎地方公共団体が含まれています。 

 

 

★施策実施状況の把握手段 

 

対象：国内の全都道府県（47 都道府県）、政令指定都市（19 市）、中核市（40 市）、 

特例市（41 市）、特別区（23 区）の、計 170 の地方公共団体 

手法：郵送及び電子メールでの送信（回答は、FAX 及び電子メール） 

回収率：100％ 

 

質問事項 

１）施策の実施状況 

○表 2.1で示した 16施策の実施状況 

選択肢：①実施している ②過去に実施したことがある  

③今後実施する予定がある又は実施を検討中 ④当面実施する予定はない又は未定 

○施策の実施理由 

選択肢：①地球温暖化対策 ②生態系保全 ③ヒートアイランド対策 ④景観対策  

⑤その他（自由回答）（複数回答可） 

 

２）環境保全施策の実施体制 

○ヒートアイランド対策としての担当者の有無 

選択肢：①いる ②過去にいたことがある ③いない 

○環境担当部局と都市・交通担当部局間での人事交流の有無 

選択肢：①行っている ②過去に行ったことがある ③行っていない 

○環境担当部局と都市・交通担当部局間での会議の有無 

選択肢：①ある ②ない 
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地方公共団体におけるヒートアイランド対策施策の導入状況を把握するため、上記の手法でア

ンケート調査を実施しました。本アンケートでは特に施策の導入状況とともに、ヒートアイラン

ド施策も含めた環境保全施策の実施体制についても調査を行い、地方公共団体における体制の整

備状況に着目した調査を行いました。 

 

2.1.1 ヒートアイランド関連施策の実施目的 

・ヒートアイランド対策を主目的として実施している施策には、ヒートアイランド現象の発生状

況を把握するための調査事業や、風の道を活用した事業、ヒートアイランド緩和効果である気

温上昇抑制効果を実証又は認証する事業があります。 

・ヒートアイランド対策の効果が大きいと思われる、対策導入の義務化・助成費用の補助などで

は、地球温暖化対策や景観保全・緑化推進を本来の目的とした施策が多くなっています。また、

熱中症関連の施策については、熱中症抑制などの保健を目的としたものが多く確認できました。 

 

ヒートアイランド対策を主目的として実施している施策には「(1)気温、湿度などの観測事業」

「(2)都市環境気候図の作成事業」「(7)風の道を目的とした建築基準・土地利用制約の緩和・強化」

「(13)気温上昇を抑制する対策技術の効果を実証又は認証事業」があります。 

このうち、「(13)気温上昇を抑制する対策技術の効果を実証又は認証事業」では、環境省がヒー

トアイランド技術の実証事業を実施していることが関連していると推測されます。 

対策の効果が大きいと思われる「(4)対策導入の義務化」や「(9)対策の導入費用に対する補助金」

などでは、地球温暖化対策や景観保全・緑化推進を目的とした施策が多いです。 

また、熱中症関連の施策については、熱中症抑制などの保健を目的としたものが多くあります。 

特に「(3)人工排熱排出実態の調査事業」は、ヒートアイランド対策の中でも、各都市の現状を

把握するためには必要な調査ですが、実態はほとんどの場合が CO2 排出状況の実態把握という観

点から地球温暖化対策で行っているようです。 

これらの結果から、「(1)気温、湿度などの観測事業」「(2)都市環境気候図の作成事業」などヒー

トアイランド対策に相当程度特化した事業、また「(13)気温上昇を抑制する対策技術の効果を実

証又は認証事業」のようにヒートアイランド対策を目的とした方が合理的な事業以外は、他の施

策、特に地球温暖化対策の一環として位置づけられる方が、施策の導入を実現しやすい傾向にあ

るようです。 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

(1)気温、湿度などの観測事業
(2)都市環境気候図の作成事業
(3)人工排熱排出実態の調査事業
(4)対策導入の義務化
(5)対策導入の検討の義務づけ
(6)建築基準や土地利用の制約を緩和・強化する制度
(7)風の道を目的とした建築基準・土地利用制約の緩和・強化
(8)環境配慮設計に関する情報を公開する制度
(9)対策の導入費用に対する補助金
(10)対策の維持管理費用に対する補助金
(11)対策の導入に対する減税措置
(12)対策の導入費用・維持管理費用に対する低利融資
(13)気温上昇を抑制する対策技術の効果を実証又は認証事業
(14)対策に関する技術的な情報支援
(15)熱中症発症実態に係る調査事業
(16)暑さの状況についての情報提供

地球温暖化対策 生態系保全

ヒートアイランド対策 景観保全、緑化推進

その他

施策の目的（合計）

 

図 2.1 関連施策の実施目的 

 

また、今回の調査では、回答として「その他」を選択したものも多くありました。「その他」の

具体例としては、実態把握に関する調査事業では教育に関連した理由が、対策実施を促進する制

度では、省エネや環境配慮型の建築の推進等、環境負荷を減らすことが目的とされていました。

一方、財政的な支援では、中小企業の支援や産業振興等、地域経済の発展を目的とされていまし

た。表 2.2 に「その他」の回答内容を示します。 

表 2.2 実施目的の「その他」の自由記載例 

施策一覧 その他の理由の例 

(1)気温、湿度などの観測事業 学校教育の一環、環境学習 

(2)都市環境気候図の作成事業 大学の研究 

(3)人工排熱排出実態の調査事業 ― 

(4)対策導入の義務化 快適な生活環境の形成 

(5)対策導入の検討の義務づけ 環境に配慮した建築物の普及 

(6)対策の導入に応じた、建築基準や土地利用の制約の緩

和・強化 
省エネ、環境負荷の低減 

(7)風の道の創出を目的とした、建築基準や土地利用の制約

の強化・緩和 
日照及び通風の確保 

(8)環境配慮設計に関する情報を公開する制度 環境に配慮した建築物の普及 

(9)対策の導入費用に対する補助金 
地域の雇用促進及び産業振興 

住環境の質の向上 

(10)対策の維持管理費用に対する補助金 住環境の質の向上 

(11)対策の導入に対する減税措置 省エネ 

(12)対策の導入費用・維持管理費用に対する低利融資 中小企業支援、産業振興 

(13)気温上昇を抑制する対策技術の効果を実証又は認証す

る事業 
― 

(14)対策に関する技術的な情報支援 ― 

(15)熱中症発症実態に係る調査事業 
熱中症対策、健康対策 

上位行政への報告 

(16)暑さの状況についての情報提供 熱中症対策、健康対策 
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全体で見ると、ヒートアイランド対策のみを目的とした施策は少なく、むしろ地球温暖化等の

目的を主としたものが多いことがわかります。 

このことから、地球温暖化等を主目的とした施策を進めていく中でも、ヒートアイランドへの

影響をあらかじめ検討し、コベネフィット（相乗効果）な施策として位置づけ、展開を進めてい

くことが重要であると言えます。 

 

2.1.2 地方公共団体規模別の実施状況 

・全体としては、導入費用に対する補助金や対策導入の義務化の実施率が比較的高く、風の道を

目的とした建築基準・土地利用制約の緩和・強化、維持管理費用に対する補助金の実施率が低

くなっています。 

・都道府県では、暑さの状況や環境配慮設計に関する情報公開などの情報活用型の施策や、低利

融資や補助金による財政支援施策の実施率が高かったのに対し、政令市等では義務化や補助金

により導入を推進する施策の実施率が高くなっています。 

 

１）全地方公共団体における実施状況 

全ての地方公共団体を対象に施策の実施状況を見ると、「(9)対策の導入費用に対する補助金」

の実施率が６割を超えており、「(4)対策導入の義務化」も４割程度と実施率が高くなっています。 

一方で「(7)風の道を目的とした建築基準・土地利用制約の緩和・強化」や「(10)対策の維持管

理費用に対する補助金」の実施率は低くなっています。 

また、今後予定があるもしくは検討中とした施策には、「(8)環境配慮設計に関する情報を公開

する制度」や「(14)対策に関する技術的な情報支援」など、情報を活用する施策が比較的多く見

られます。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(1)気温、湿度などの観測事業

(2)都市環境気候図の作成事業

(3)人工排熱排出実態の調査事業

(4)対策導入の義務化

(5)対策導入の検討の義務づけ

(6)建築基準や土地利用の制約を緩和・強化する制度

(7)風の道を目的とした建築基準・土地利用制約の緩和・強化

(8)環境配慮設計に関する情報を公開する制度

(9)対策の導入費用に対する補助金

(10)対策の維持管理費用に対する補助金

(11)対策の導入に対する減税措置

(12)対策の導入費用・維持管理費用に対する低利融資

(13)気温上昇を抑制する対策技術の効果を実証又は認証事業

(14)対策に関する技術的な情報支援

(15)熱中症発症実態に係る調査事業

(16)暑さの状況についての情報提供

施策の実施状況（合計） 実施している 過去に実施していた

今後予定があるor検討中 実施未定

170地方公共団体

 

図 2.2 ヒートアイランド関連施策の実施状況（合計 170地方公共団体） 
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２）地方公共団体規模別の実施状況 

実施状況を都道府県と政令指定都市・中核市・特例市・特別区（以下、「政令市等・特別区」と

言います。）の別に見ると、都道府県で比較的多く実施されているのは「(16)暑さの状況について

の情報提供」、「(8)環境配慮設計に関する情報を公開する制度」などの情報活用型の施策や、「(9)

対策の導入費用に対する補助金」や「(12)対策の導入費用・維持管理費用に対する低利融資」な

どの財政支援の実施率が高くなっています。 

一方で、政令市等・特別区では「(4)対策導入の義務化」や「(9)対策の導入費用に対する補助金」

によるインセンティブの付与など、事業者の対策をより強力に推進するための施策の実施率が高

くなっています。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(1)気温、湿度などの観測事業

(2)都市環境気候図の作成事業

(3)人工排熱排出実態の調査事業

(4)対策導入の義務化

(5)対策導入の検討の義務づけ

(6)建築基準や土地利用の制約を緩和・強化する制度

(7)風の道を目的とした建築基準・土地利用制約の緩和・強化

(8)環境配慮設計に関する情報を公開する制度

(9)対策の導入費用に対する補助金

(10)対策の維持管理費用に対する補助金

(11)対策の導入に対する減税措置

(12)対策の導入費用・維持管理費用に対する低利融資

(13)気温上昇を抑制する対策技術の効果を実証又は認証事業

(14)対策に関する技術的な情報支援

(15)熱中症発症実態に係る調査事業

(16)暑さの状況についての情報提供

施策の実施状況（都道府県） 実施している 過去に実施していた

今後予定があるor検討中 実施未定

47地方公共団体

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(1)気温、湿度などの観測事業

(2)都市環境気候図の作成事業

(3)人工排熱排出実態の調査事業

(4)対策導入の義務化

(5)対策導入の検討の義務づけ

(6)建築基準や土地利用の制約を緩和・強化する制度

(7)風の道を目的とした建築基準・土地利用制約の緩和・強化

(8)環境配慮設計に関する情報を公開する制度

(9)対策の導入費用に対する補助金

(10)対策の維持管理費用に対する補助金

(11)対策の導入に対する減税措置

(12)対策の導入費用・維持管理費用に対する低利融資

(13)気温上昇を抑制する対策技術の効果を実証又は認証事業

(14)対策に関する技術的な情報支援

(15)熱中症発症実態に係る調査事業

(16)暑さの状況についての情報提供

施策の実施状況（政令市等・特別区） 実施している 過去に実施していた

今後予定があるor検討中 実施未定

123地方公共団体

 
図 2.3 ヒートアイランド関連施策の実施状況 

（上図：都道府県 47地方公共団体、下図：政令市等・特別区 123地方公共団体） 

以上のことから、より広域的な観点からの施策実施が求められると考えられる都道府県では、

暑さの状況や環境配慮設計に関する情報公開などの情報活用型の施策や、低利融資や補助金によ

る財政支援施策の実施率が高く、対策を実施に結び付けていく施策がより強く求められると考え

られる政令市等・特別区では義務化や補助金により対策技術の導入を推進する施策の実施率が高

いことが推測されます。 
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2.1.3 地域の特性とヒートアイランド関連施策の実施状況 

・暑い地域では、気温、湿度などの観測事業や都市環境気候図の作成事業、対策に関する技術的

な情報支援、熱中症発症実態に係る調査事業が高くなる傾向が見られます。逆に暑さの状況に

ついての情報提供や対策の導入費用・維持管理費用に対する低利融資などは、気候の違いによ

らず、どの地域の地方公共団体でも２割以上の実施率となっています。 

・都市化が進展している地域ほど、対策導入の義務化、対策の導入費用に対する補助金の実施率

が明瞭に高くなっており、また気温、湿度などの観測事業や都市環境気候図の作成事業、対策

に関する技術的な情報支援なども実施率が高くなる傾向が見られます。逆に、暑さの状況につ

いての情報提供、対策の導入費用・維持管理費用に対する低利融資などは、都市化の進展の違

いによらず、どの地域の地方公共団体でも２割以上の実施率となっています。 

・都道府県での各施策の実施状況を見ると、都市環境気候図の作成事業や対策導入の義務化を実

施している自治体は、都市化が進展している地域に限られていました。また、気温、湿度など

の観測事業等のヒートアイランド対策を主目的とした施策は、夏季の気温が高い地域で実施さ

れる傾向があります。 

・政令市等では、都市環境気候図の作成事業や対策導入の義務化を実施している地域は、人口集

中地区の人口密度が高い地域に多く見られます。ヒートアイランド対策を主目的とした施策に

ついては、夏季の気温が高い地域で実施される傾向が見られます。 

・対策導入の義務化を行っている地方公共団体は、補助金による財政支援を併せて行っている事

例が確認できました。 

１）気候の違いとの関係 

気候の差による関連施策の実施状況の違いを見るため、夏季の日最高気温の月平均値1で調査対

象地方公共団体を３段階に分類しました。 

「(1)気温、湿度などの観測事業」「(2)都市環境気候図の作成事業」「(14)対策に関する技術的な

情報支援」「(15)熱中症発症実態に係る調査事業」などで暑い地域ほど実施率が高くなる傾向が見

られました。なお、「(7)風の道を目的とした建築基準・土地利用制約の緩和・強化」「(13)気温上

昇を抑制する対策技術の効果を実証又は認証事業」では夏季日最高気温月平均値で 30℃未満の地

域では実施している地方公共団体はありませんでした。このことから、全国の中でも導入率の低

かった(7)の施策は、海や川等の風資源があるかといった地勢的な要因が影響することや、それを

目的とした都市整備における制度設計が難しいことが実施率の低さに繋がっているものと思われ

ます。 

逆に「(16)暑さの状況についての情報提供」「(12)対策の導入費用・維持管理費用に対する低利

融資」などでは、気候の違いによらず、どの地域の地方公共団体でも 2 割以上の実施率となって

います。 

                                                   
1 総務省：統計でみる都道府県のすがた 2011 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

(1)気温、湿度などの観測事業

(2)都市環境気候図の作成事業

(3)人工排熱排出実態の調査事業

(4)対策導入の義務化

(5)対策導入の検討の義務づけ

(6)建築基準や土地利用の制約を緩和・強化する制度

(7)風の道を目的とした建築基準・土地利用制約の緩和・強化

(8)環境配慮設計に関する情報を公開する制度

(9)対策の導入費用に対する補助金

(10)対策の維持管理費用に対する補助金

(11)対策の導入に対する減税措置

(12)対策の導入費用・維持管理費用に対する低利融資

(13)気温上昇を抑制する対策技術の効果を実証又は認証事業

(14)対策に関する技術的な情報支援

(15)熱中症発症実態に係る調査事業

(16)暑さの状況についての情報提供

施策の実施率（8月日最高気温月平均値別）

～30℃（25地方公共団体）

30～32℃（67地方公共団体）

32℃～（78地方公共団体）

※実施には、過去、現在、実施予定を含む

 

図 2.4 気候の違いによる関連施策の実施状況 

 

 

２）都市化の進展の違いとの関係 

都市化の進展の程度による関連施策の実施状況の違いを見るため、人口集中地区（市区町村の

区域内で人口密度が 4,000 人/km²以上の基本単位区が互いに隣接して人口が 5,000 人以上となる

地区（DID））の人口密度2で地方公共団体を３段階に分類しました。 

人口密度が高く都市化が進展している地域ほど「(4)対策導入の義務化」や「(9)対策の導入費用

に対する補助金」の実施率が明瞭に高くなっていることが分かります。また「(1)気温、湿度など

の観測事業」「(2)都市環境気候図の作成事業」「(14)対策に関する技術的な情報支援」なども都市

化が進展している地域ほど実施率が高くなる傾向が見られます。 

逆に「(12)対策の導入費用・維持管理費用に対する低利融資」「(16)暑さの状況についての情報

提供」などは、都市化の進展の違いによらず、どの地域の地方公共団体でも２割以上の実施率と

なっています。 

                                                   
2 総務省：平成 22年度国勢調査 
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0% 20% 40% 60% 80% 100% 

(1)気温、湿度などの観測事業

(2)都市環境気候図の作成事業

(3)人工排熱排出実態の調査事業

(4)対策導入の義務化

(5)対策導入の検討の義務づけ

(6)建築基準や土地利用の制約を緩和・強化する制度

(7)風の道を目的とした建築基準・土地利用制約の緩和・強化

(8)環境配慮設計に関する情報を公開する制度

(9)対策の導入費用に対する補助金

(10)対策の維持管理費用に対する補助金

(11)対策の導入に対する減税措置

(12)対策の導入費用・維持管理費用に対する低利融資

(13)気温上昇を抑制する対策技術の効果を実証又は認証事業

(14)対策に関する技術的な情報支援

(15)熱中症発症実態に係る調査事業

(16)暑さの状況についての情報提供

施策の実施率（人口集中地区(DID)の人口密度別）

～5000人/km2（36地方公共団体）

5000～9000人/km2（60地方公共団体）

9000人/km2～（49地方公共団体）

※1 実施には、過去、現在、実施予定を含む

※2 8月日最高気温月平均30℃以上のみ

 

図 2.5 都市化の違いによる関連施策の実施状況 

 

 

 

以上のことから、暑い地域では喫緊にその対応が必要なために、まず暑さの実態やその影響の

現状を把握するための調査事業として、「(1)気温、湿度などの観測事業」「(2)都市環境気候図の作

成事業」「(15)熱中症発症実態に係る調査事業」などが行われていることが推測されます。また、

都市化が進んでいる地域では、対策の推進が求められることから、「(4)対策導入の義務化」や「(9)

対策の導入費用に対する補助金」が行われていると考えられます。 

 

３）気温と都市化の進展から見た施策実施の状況 

1）、2）から、気温や都市化の状況と施策の実施状況には一定の関連性があることが分かります。

ここでは、気温や都市化の状況との関連性が見られた以下の施策について、都道府県と政令指定

都市・中核市・特例市（以下、「政令市等」と言います。）における施策の実施状況を、気温と都

市化の両方の関係で整理しました。 

・(2)都市環境気候図の作成事業 

・(4)対策導入の義務化 

・(9)対策の導入費用に対する補助金 

・(15)熱中症発症実態に係る調査事業 

なお、本項目では「現在実施している」、「過去に実施していた」、「今後実施する予定」を含ん

でいます。 

 

注）気候の違いによる施策実施率の違いが顕著なことから、８月日最高気温月

平均 30℃未満の寒冷な地域（25地方公共団体）は除いて集計している。 
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① 47都道府県での実施状況 

47 都道府県では都市環境気候図の作成事業や、対策導入の義務化を実施している自治体は、

主に人口集中地区の人口密度がおおよそ 5,000 人/km2以上の都市化が進んだ都府県でした。ま

た、都市環境気候図の作成事業では、夏季の日最高気温の月平均値でおおむね 30℃以上の地域

に限られており、ヒートアイランド対策を主目的とした施策は、夏季の気温が高い地域で実施

される傾向にあることが分かります。（図 2.6） 

一方で、熱中症発症実態に係る調査事業については、気候や都市化の程度にはあまり関係な

く実施されています。これは、北日本でも猛暑となれば発症者が増加し、行政の喫緊な対応が

求められるためと考えられます。 
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図 2.6 気温及び都市化の違いによる関連施策の実施状況（都道府県） 
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また、対策の義務化を実施している都府県（８地域）では、ほとんど全ての都府県（７地域）

で都市環境気候図の作成事業を実施しており、地域の熱環境を把握しつつ、地域に適した対策

導入の義務化を進めていると思われます。 

② 政令市等の実施状況 

政令市等では、都市環境気候図の作成事業や対策導入の義務化を実施している地域は、人口

集中地区の人口密度が高い地域に多く見られますが、他の施策では人口密度との関係性はあま

り見られません。また、気温との関係では、都道府県と同様に、ヒートアイランド対策を主目

的とした都市環境気候図の作成事業において、夏季の日最高気温の月平均値で概ね 30℃以上の

地域で実施している傾向が見られます。（図 2.7） 
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図 2.7 気温及び都市化の違いによる関連施策の実施状況（政令市等） 
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 また、実施している施策間の関連性では、対策導入の義務化と補助金の有無の関係を見ると、

義務化と補助金の両方、もしくは補助のみを実施しているところが多いのに対し、補助施策を実

施せずに義務化を実施している地域は少ない傾向にあります。 

 

表 2.3 対策の義務化と補助金施策の実施有無の関係（政令市等） 

 

 

 

 

 

以上より、都道府県のうち都市化が進んでいる地域では、都市の高温化に対する施策意義が大

きく、義務化による対策の導入や、制度設計に活用できる情報として都市環境気候図の作成等を

行っていることが推測されます。また、対策導入の義務化を行っている地方公共団体では、導入

費用の補助金による財政的な支援を行っている場合が多く、事業者等に費用負担が大きい義務を

課すには、行政からの財政的な支援が必要であることが予想されます。このことからも、地方公

共団体の財政面も考慮すると、義務化や補助金といった手法だけでなく、効果的な対策メニュー

の提示といった情報提供手法も併せた施策展開が有効であると考えられます。 

 
義務化 

有 無 

補助金 
有 32 34 

無 12 20 
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2.1.4 施策の実施体制とヒートアイランド関連施策の実施状況 

・都市環境気候図の作成や人工排熱の調査、気温上昇を抑制する対策技術の効果の実証又は認証

制度など、ヒートアイランドと関連性の高い施策は、ヒートアイランド対策の担当が置かれて

いる地方公共団体における実施率が高くなっています。 

・特に専門的知見の必要な都市環境気候図の作成や気温上昇を抑制する対策技術の効果の実証又

は認証制度、組織的な取組が必要な観測・調査事業については、担当の置かれている地方公共

団体の取組が顕著です。 

・建築基準や土地利用の制約を強化・緩和する制度や環境配慮設計に関する情報を公開する制度

など、都市設計や都市開発に係る施策については、都市部局と環境部局の人事交流や会議があ

る地方公共団体における実施率が高くなっています。 

・特に都市局側にもメリットの大きい都市環境気候図の作成や、都市部局の関与が必要な建築基

準や土地利用の制約を緩和・強化する制度で顕著です。 

 

１）ヒートアイランド対策担当の有無との関係 

いずれの施策についても、ヒートアイランド対策の担当がいる地方公共団体における実施率が

高くなっていますが、特にヒートアイランドに関連性が強いと考えられる「(2)都市環境気候図の

作成事業」や「(3)人工排熱排出実態の調査事業」、「(13)気温上昇を抑制する対策技術の効果の実

証又は認証制度」において、特に担当の有無による実施率の違いが顕著です。 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

(1)気温、湿度などの観測事業

(2)都市環境気候図の作成事業

(3)人工排熱排出実態の調査事業

(4)対策導入の義務化

(5)対策導入の検討の義務づけ

(6)建築基準や土地利用の制約を緩和・強化する制度

(7)風の道を目的とした建築基準・土地利用制約の緩和・強化

(8)環境配慮設計に関する情報を公開する制度

(9)対策の導入費用に対する補助金

(10)対策の維持管理費用に対する補助金

(11)対策の導入に対する減税措置

(12)対策の導入費用・維持管理費用に対する低利融資

(13)気温上昇を抑制する対策技術の効果を実証又は認証事業

(14)対策に関する技術的な情報支援

(15)熱中症発症実態に係る調査事業

(16)暑さの状況についての情報提供

施策の実施率（ヒートアイランド対策担当の有無別）

ヒートアイランド担当あり（42地方公共団体）

ヒートアイランド担当なし（103地方公共団体）

※1 実施には、過去、現在、実施予定を含む

※2 8月日最高気温月平均30℃以上のみ

※1 実施には、過去、現在、実施予定を含む

※2 8月日最高気温月平均30℃以上のみ

 

図 2.8 ヒートアイランド担当の有無による関連施策の実施状況 

注）気候の違いによる施策実施率の違いが顕著なことから、８月日最高気温

月平均 30℃未満の寒冷な地域（25地方公共団体）は除いて集計している。 
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２）都市部局と環境部局の人事交流の有無との関係 

いずれの施策についても、都市部局と環境部局の人事交流がある地方公共団体における実施率

が高くなっていますが、都市設計や都市開発に係る施策である「(2)都市環境気候図の作成事業」

や「(6)建築基準や土地利用の制約を強化・緩和する制度」、「(8)環境配慮設計に関する情報を公開

する制度」において、特に人事交流の有無による実施率の違いが顕著です。 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

(1)気温、湿度などの観測事業

(2)都市環境気候図の作成事業

(3)人工排熱排出実態の調査事業

(4)対策導入の義務化

(5)対策導入の検討の義務づけ

(6)建築基準や土地利用の制約を緩和・強化する制度

(7)風の道を目的とした建築基準・土地利用制約の緩和・強化

(8)環境配慮設計に関する情報を公開する制度

(9)対策の導入費用に対する補助金

(10)対策の維持管理費用に対する補助金

(11)対策の導入に対する減税措置

(12)対策の導入費用・維持管理費用に対する低利融資

(13)気温上昇を抑制する対策技術の効果を実証又は認証事業

(14)対策に関する技術的な情報支援

(15)熱中症発症実態に係る調査事業

(16)暑さの状況についての情報提供

施策の実施率（都市部局と環境部局の人事交流の有無別）

人事交流あり（25地方公共団体）

人事交流なし（119地方公共団体）

※1 実施には、過去、現在、実施予定を含む

※2 8月日最高気温月平均30℃以上のみ

 

図 2.9 都市部局と環境部局の人事交流の有無による関連施策の実施状況 

注）気候の違いによる施策実施率の違いが顕著なことから、８月日最高気温月

平均 30℃未満の寒冷な地域（25地方公共団体）は除いて集計している。 
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３）都市部局と環境部局の会議の有無との関係 

いずれの施策についても、都市部局と環境部局の会議がある地方公共団体における実施率が高

くなっていますが、都市設計や都市開発に係る施策である「(2)都市環境気候図の作成事業」や「(6)

建築基準や土地利用の制約を強化・緩和する制度」、「(8)環境配慮設計に関する情報を公開する制

度」において、特に人事交流の有無による実施率の違いが顕著です。 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

(1)気温、湿度などの観測事業

(2)都市環境気候図の作成事業

(3)人工排熱排出実態の調査事業

(4)対策導入の義務化

(5)対策導入の検討の義務づけ

(6)建築基準や土地利用の制約を緩和・強化する制度

(7)風の道を目的とした建築基準・土地利用制約の緩和・強化

(8)環境配慮設計に関する情報を公開する制度

(9)対策の導入費用に対する補助金

(10)対策の維持管理費用に対する補助金

(11)対策の導入に対する減税措置

(12)対策の導入費用・維持管理費用に対する低利融資

(13)気温上昇を抑制する対策技術の効果を実証又は認証事業

(14)対策に関する技術的な情報支援

(15)熱中症発症実態に係る調査事業

(16)暑さの状況についての情報提供

施策の実施率（都市部局と環境部局の会議の有無別）

会議あり（22地方公共団体）

会議なし（123地方公共団体）

※1 実施には、過去、現在、実施予定を含む

※2 8月日最高気温月平均30℃以上のみ

 

図 2.10 都市部局と環境部局の会議の有無による関連施策の実施状況 

 

 

 

「(14)技術的な情報支援」については、環境・都市の技術ニーズに関する情報を分野横断的に

提供することが求められます。また、「(2)都市環境気候図の作成事業」については、気温等の環

境部局が所管するデータと、建物の立地状況等の都市部局が所管するデータの両者を活用します。

このため、環境、都市部局の複数の担当者が集まる会議を開催している地方公共団体の取組が人

事交流を行うよりも有効に機能すると推測されます。 

注）気候の違いによる施策実施率の違いが顕著なことから、８月日最高気温

月平均 30℃未満の寒冷な地域（25地方公共団体）は除いて集計している。 
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2.1.5 施策実施に係る課題 

・ヒートアイランド施策を実施する課題には施策要望が大きくないことや、予算・人員的な不足、

効果や制度設計に関する情報不足等が挙げられました。 

 

地方公共団体へのヒアリング調査により得られた施策実施に係る課題は、個別の課題は 2.1.6

の各施策シートに記載しましたが、共通事項は以下の図のように整理されます。施策実施の動機

付けである施策ニーズが最も多く、次いで、人員・予算、関係者との調整等が挙げられました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.11 施策実施に関わる課題の整理 

 

この結果から、まずは当該地方公共団体において、①ヒートアイランド現象が発生しているか、

熱中症の患者数が増加していないか等の現状を把握するための支援、②人員育成のための支援等

について国を中心に取り組む必要があると考えられます。また、施策実施では大都市に限らず、

様々な規模の地方公共団体における施策事例等の参考情報について横断的に情報を共有する、住

民や事業者への有効な取組等の情報提供を行うことで、地方公共団体内の体制づくりや制度設計

が進みやすくなると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

施策の検討・ 

実施が 

困難な状況 

◆施策実施の要望が大きくない 

市民、議会からの要望がないことや、ヒートアイランド現象等に対し

て喫緊な対応が必要な状況ではないことが挙げられます。 

◆人員や予算の確保が難しい 

既存の事業の運営により人員的な余裕がないことや、財政状況から相

当の喫緊性がないと新たな予算確保が難しいこと等が挙げられます。 

◆技術的な情報や制度設計についての情報が不足している 

必要性が出てきた場合であっても、情報収集から始めるとなると、人

員的予算的な負担が大きく、より実施が難しい状況になること等が挙

げられます。 

◆施策効果についての情報が不足している 

期待される施策効果が分からなければ、他部局との調整や予算申請等

がより困難になること等が挙げられます。 

◆関係者との調整が難しい 

庁内では関係部局内の調整や役割分担、対外的には住民や事業者の理

解を得ることがハードルとなることがあります。 
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2.1.6 ヒートアイランド関連施策シート 

これまでは、ヒートアイランド対策に有効と思われる施策の実施状況についての傾向を、アン

ケート回答をもとに整理しました。本項では、個別の施策の詳細な取組状況について、シートに

その情報を整理しました。 

(1)気温、湿度などの観測事業 

(2)都市環境気候図の作成事業（地域の気温や風の状況、原因の分布などを整理した図） 

(3)人工排熱排出実態の調査事業 

(4)対策導入の義務化 

(5)対策導入の検討の義務づけ 

(6)対策の導入に応じた、建築基準や土地利用の制約の緩和・強化 

(7)風の道の創出を目的とした、建築基準や土地利用の制約の強化・緩和 

(8)環境配慮設計に関する情報を公開する制度 

(9)対策の導入費用に対する補助金 

(10)対策の維持管理費用に対する補助金 

(11)対策の導入に対する減税措置 

(12)対策の導入費用・維持管理費用に対する低利融資 

(13)気温上昇を抑制する対策技術の効果を実証又は認証する事業 

(14)対策に関する技術的な情報支援 

(15)熱中症発症実態に係る調査事業 

(16)暑さの状況についての情報提供 

 

各シートには以下の事項を整理してあります。今後の施策の導入・検討の際にご活用いただけ

れば幸いです。 

① 地方公共団体における施策の実施状況 

施策の実施状況を地図情報に整理しました。本項は周辺地方公共団体や同規模の地方公共団

体等における施策の実施状況が一目で把握できることから、施策の必要性の検討や広域的な取

組の検討等に活用されることを想定し、作成しています。 

② 施策の実施事例 

施策の実施事例について施策の概要を整理しました。施策の実施を具体的に検討する際の基

礎情報として活用されることを想定し、作成しています。 

③ 施策実施の障害や実施に有益な情報 

主に施策を実施していない地方公共団体からの回答を整理しました。他地方公共団体におけ

る施策実施の障害や有用な情報を把握できることから、施策実施を検討する上での課題の事前

抽出や収集すべき情報の検討等に活用されることを想定し、作成しています。 
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施策(1) 気温、湿度などの観測事業 

実施状況 

 

 

      

施策事例 

○小学校の百葉箱に観測機器を設置し、行政区内における気温分布状況の把握を行っていま

す。成果としては、詳細な気温分布の状況を把握できたこと、風や川の効果等を検討する情

報として活用できたことが挙げられます。また、地域の気温分布図はヒートアイランドの現状を

分かりやすく示すことができるため、対策の必要性を明示でき、マスコミ等による情報発信ツ

ールとなることも含め、施策の推進力を高めたという効果がありました。 

○市民が同日同時刻に一斉に気温を測定する事業（夏季冬季に１回ずつ）を行っています。事

業の実施には環境市民会議を通して、市民の協力を得ています。 

施策実施の

課題 

○地域における調査事業の必要性に関する情報が不足しています。 

○調査結果の具体的な活用方法に関する情報が不足しています。 

○観測手法等の技術的な情報（観測密度、機器設置場所、観測高度等）が不足しています。 

都道府県 政令市等 

特別区 ①実施している 

②過去に実施したことがある 

③今後実施する予定がある又は実施を検討中 

④当面実施する予定はない又は未定 

無回答 

アンケート調査対象外 
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施策(2) 都市環境気候図の作成事業 

実施状況 

 

 

     

施策事例 

○人工排熱や地表面被覆等が大気へ与える影響を分析し、ヒートアイランド現象の要因から 10

種類の地域に分類し、その分布を 500m メッシュで地図上に示した「熱環境マップ」を作成して

います。成果として、原因と熱環境の状況の重なりが示せたことで、緑や風、人工排熱等に対

する問題意識の向上ができたことが挙げられます。 

○ヒートアイランド施策推進の根拠情報として対策推進エリアの設定等に活用できます。 

施策実施の

課題 

○調査結果の具体的な活用方法に関する情報が不足しています。 

○調査手法等の技術的な情報（必要なデータ、分析方法等）が不足しています。 

○実施するのであれば、外部の研究機関等との連携が必要です。 

都道府県 政令市等 

特別区 ①実施している 

②過去に実施したことがある 

③今後実施する予定がある又は実施を検討中 

④当面実施する予定はない又は未定 

無回答 

アンケート調査対象外 
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施策(3) 人工排熱排出実態の調査事業 

実施状況 

 

 

     

施策事例 

○人工排熱を調査対象とし、風・緑と一体になった総合的な対策の効果検証を行うための

調査を実施しています。今後、顕熱による人工排熱が増加することが見込まれる中、ど

のような施策を推進していくかを検討する基礎資料としての活用が期待されます。 

施策実施の

課題 

○重工業は盛んでも影響に関する声や報告がなく、調査の動機付けには至っていません。 

○調査結果の具体的な活用方法に関する情報が不足しています。 

○調査手法についての技術的な情報（調査規模等）が不足しています。 

○排熱を算出するための詳細なエネルギー使用状況やエネルギーフロー等について、事業者

からの情報提供を受けることが難しい場合があります。 

都道府県 政令市等 

特別区 ①実施している 

②過去に実施したことがある 

③今後実施する予定がある又は実施を検討中 

④当面実施する予定はない又は未定 

無回答 

アンケート調査対象外 



53 

 

施策(4) 対策導入の義務化 

実施状況 

 

 

     

施策事例 

○都市緑地法を活用し、敷地面積が一定規模以上の建築物の新築や増築を行う場合に、敷地

面積の一定割合以上の緑化を義務づけています（緑化地域制度）。 

○総合設計制度適応物件において、公開空地内で一定比率以上の緑化を義務付けています。 

○敷地面積が一定規模以上の開発行為に対して、自然保護条例に基づき、敷地や建築物上の

緑化を義務づけています。また、都市開発諸制度（総合設計等）では、「みどり計画書」の提出

を求めており、より高い基準を課しています。 

施策実施の

課題 

○住民や事業者の理解を得るためには、効果や施策実施意義の説明が必要ですが、それでも

調整は難しいと思われます。（特に負担のかかる規制について） 

○観光客の増加や産業育成・誘致を阻害する方向の規制の場合は難しいと思われます。 

○周辺の地方公共団体の施策との同調や調整が必要になります。 

○補助金等の負担を軽減する制度も併せて行う必要がありますが、その予算確保が難しいと思

われます。 

都道府県 政令市等 

特別区 ①実施している 

②過去に実施したことがある 

③今後実施する予定がある又は実施を検討中 

④当面実施する予定はない又は未定 

無回答 

アンケート調査対象外 
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施策(5) 対策導入の検討の義務づけ 

実施状況 

 

 

     

施策事例 

○一定規模の建築物の開発を行うものに対して、未利用エネルギー、再生可能エネルギー、地

域冷暖房導入の検討を義務づけると共に、地域冷暖房区域内で一定規模の建築物の開発を

行うものに対して、熱供給受入検討を義務づけています。対策導入に繋がる場合もあります

が、そうでなくとも、開発の計画段階で環境対策の導入を検討してもらうことで事業者への普

及啓発になります。また、導入が難しかった理由を収集することで、現状の課題を抽出するこ

とができます。 

○一定規模の民間施設の開発に対して、緑化計画書を作成して検討を義務付けています。 

施策実施の

課題 

○住民や事業者の理解を得る必要があります。 

○収集した情報の活用方法が明確である必要があります。 

○情報提供や助成制度等を行い、検討しやすい環境づくりをする必要があります。 

○都市開発部局との調整が必要です。 

都道府県 政令市等 

特別区 ①実施している 

②過去に実施したことがある 

③今後実施する予定がある又は実施を検討中 

④当面実施する予定はない又は未定 

無回答 

アンケート調査対象外 



55 

 

施策(6) 対策の導入に応じた、建築基準や土地利用の制約の緩和・強化 

実施状況 

 

 

     

施策事例 

○総合設計制度の適用を受ける建築物の屋上に緑化を行う場合に、一般的な公開空地の整備

による割増容積率に加え、屋上緑化の面積に応じて容積率を緩和しています。 

○地域冷暖房施設や高効率給湯器など省資源、省エネルギーに資する施設を設置する場合、

建築基準法（第 52 条第 14 項）に基づく許可により、容積率を緩和しています。 

施策実施の

課題 

○事業者の利害に関連する点が課題です。 

○都市開発部局との調整が必要です。その際、環境対策導入の都市開発部局から見た課題や

不安要素（安全、日照、景観等）により調整が困難です。 

都道府県 政令市等 

特別区 
①実施している 

②過去に実施したことがある 

③今後実施する予定がある又は実施を検討中 

④当面実施する予定はない又は未定 

無回答 

アンケート調査対象外 



56 

 

施策(7) 風の道の創出を目的とした、建築基準や土地利用の制約の強化・緩和 

実施状況 

 

 

     

施策事例 

○海と山を繋ぐみどりの太い軸線を形成するために定めた区域において、緑視率を満たした建

築物に対し、容積率・建蔽率を緩和する都市計画の規制緩和による緑化誘導を行っていま

す。 

施策実施の

課題 

○都市開発部局との調整が必要です。その際、環境対策導入の都市開発部局から見た課題や

不安要素（安全、日照、景観等）により調整が難航することが想定されます。 

○風の取り扱いは難しく、建物等を改変したからといって必ずしも想定通りに風が吹くわけでは

ないので、施策効果が得られるかどうかが不安要素となります。 

○施策における効果の把握と評価が課題となります。 

都道府県 政令市等 

特別区 
①実施している 

②過去に実施したことがある 

③今後実施する予定がある又は実施を検討中 

④当面実施する予定はない又は未定 

無回答 

アンケート調査対象外 



57 

 

施策(8) 環境配慮設計に関する情報を公開する制度 

実施状況 

 

 

     

施策事例 

○希望者に対して CASBEE の評価を、学識経験者を交えて地方公共団体で実施し、その結果を

ホームページで公開しています。 

○一定規模以上の建築物の総合的な環境性能について建築主がCASBEEにより自己評価を行

い、その概要を地方公共団体が公表する制度を実施しています。併せて、マンションやオフィ

スビルの販売広告等に環境性能を表示するラベリング制度も実施しています。 

施策実施の

課題 

○評価基準設定のための委員会の設置や他部局との調整、公開情報の更新等、人員的な負担

が大きい点が課題です。 

○都市開発部局との調整が必要です。 

○届出が義務化されている対象事業と合わせる等、情報を集約できる制度設計が必要です。 

○評価指標や基準についての情報が不足しています。 

 

都道府県 政令市等 

特別区 ①実施している 

②過去に実施したことがある 

③今後実施する予定がある又は実施を検討中 

④当面実施する予定はない又は未定 

無回答 

アンケート調査対象外 
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施策(9) 対策の導入費用に対する補助金 

実施状況 

 

 

      

施策事例 

○緑化(屋上、壁面、敷地、水辺)や屋上の高反射率塗装、保水性パネル設置、窓ガラスへの日

射調整フィルム張付・コーティング材塗布、空調室外機への散水システムの導入を対象とし

て、導入費用の一部を助成しています。 

○屋上緑化、壁面緑化、空地(地上部)緑化、駐車場緑化、生垣設置の工事費用の一部を助成

するみどりの補助金を行っています。 

施策実施の

課題 

○予算額が大きくなる可能性があり、財務部局との調整が難航する点が課題です。 

○補助金の必要性について裏付けとなる情報（ビジョン、目標、効果等）が不足しています。 

○補助金の活用を促進するために、対策技術の導入・維持管理費用、回収年数等についての

情報を提供する必要がありますが、それらの情報は不足しています。 

都道府県 政令市等 

特別区 
①実施している 

②過去に実施したことがある 

③今後実施する予定がある又は実施を検討中 

④当面実施する予定はない又は未定 

無回答 

アンケート調査対象外 



59 

 

施策(10) 対策の維持管理費用に対する補助金 

実施状況 

 

 

     

施策事例 
○一定規模（高さ、長さ）以上の生垣に対し、維持管理費用の助成を行っています。 

○花壇（協定を結んだもの）の維持管理費用について、助成を行っています。 

施策実施の

課題 

○永続的な維持管理費用は対象とすることは難しいと思われます。 

○補助金の主目的は導入のきっかけづくりによる普及の後押しであり、設置者負担が原則と考

えられる維持管理費用の助成は適切ではないと思われます。 

○助成対象や範囲、期間等の基準の設定が難しく、助成対象額の算出が困難です。 

○設置効果やその後の状況把握が必要となりますが、現場ごとの審査は人員的に現実的では

ありません。 

○書類審査においては、適切な検査項目についての情報が不足しています。 

○翌年度以降の補助を約束できないため、事業者のメリットにならない点が課題です。 

都道府県 政令市等 

特別区 
①実施している 

②過去に実施したことがある 

③今後実施する予定がある又は実施を検討中 

④当面実施する予定はない又は未定 

無回答 

アンケート調査対象外 



60 

 

施策(11) 対策の導入に対する減税措置 

実施状況 

 

 

      

施策事例 

○緑化重点地区内における一定規模の屋上・敷地緑化について、固定資産税の特例措置を適

用しています。 

○窓ガラスの複層化等、建物の断熱性を向上させる改修工事に対して、固定資産税の一部を免

除しています。 

施策実施の

課題 

○財源である税収を減らす施策は難しいと思われます。 

○助成対象や範囲、期間等の基準の設定が困難です。 

○導入の効果や導入場所の状況把握が必要となりますが、現場ごとの審査は人員的に現実的

ではなく、書類審査の場合でも、適切な検査項目についての情報が不足しています。 

○多くの部局にまたがる施策となるため、トップダウンでの指示・調整がない限り難しいと思われ

ます。 

○一度前例を作ると追随した要望が出るため、実施は難しいと思われます。 

都道府県 政令市等 

特別区 
①実施している 

②過去に実施したことがある 

③今後実施する予定がある又は実施を検討中 

④当面実施する予定はない又は未定 

無回答 

アンケート調査対象外 
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施策(12) 対策の導入費用・維持管理費用に対する低利融資 

実施状況 

 

 

     

施策事例 

○中小企業を対象都市、緑化や高効率機器等の公害防止その他の環境保全対策を実施する

ために必要な資金について融資制度を行っており、また申請に基づき支払った利子に対して

地方公共団体が補助を行っています。 

○屋上緑化や省エネ機器の導入等の地球温暖化対策に対して、低利融資を行っています。 

施策実施の

課題 
○実施に際しては、金融機関との調整が必要となります。 

 

都道府県 政令市等 

特別区 
①実施している 

②過去に実施したことがある 

③今後実施する予定がある又は実施を検討中 

④当面実施する予定はない又は未定 

無回答 

アンケート調査対象外 



62 

 

施策(13) 気温上昇を抑制する対策技術の効果を実証又は認証する事業 

実施状況 

 

 

     

施策事例 

○高反射率塗料の効果について、実証実験を行った例があります。実証実験結果は、助成事業

における基準値の設定に活用しています。 

○施策方針の位置付けとして活用するため、保水性舗装や遮熱性舗装について、試験施工と効

果測定（表面温度、気温等）を行っています。 

施策実施の

課題 

○認証に当たっては、基準設定に難航します。また、認証の効果が永続的になるため、定期的

な効果確認が必要になり、行政にも事業者にも負担が大きくなる点が課題です。 

○専門的な知識を持った職員が必要ですが、継続的な人材育成・維持は困難です。 

○測定・評価方法等の技術的な情報が不足しています。 

○厳密な評価の実施は、事業者の協力を得る面でも、予算面でも困難です。 

○有識者や研究機関の協力が必要ですが、適切な協力者に関する情報が不足しています。 

○気温は風等の条件により値が変わるため、評価指標として扱うのが難しく、適切な指標の設

定が必要です。 

都道府県 政令市等 

特別区 
①実施している 

②過去に実施したことがある 

③今後実施する予定がある又は実施を検討中 

④当面実施する予定はない又は未定 

無回答 

アンケート調査対象外 



63 

 

施策(14) 対策に関する技術的な情報支援 

実施状況 

 

 

      

施策事例 
○住民や民間事業者による緑化の推進を図るため、「屋上緑化ガイドライン」や「壁面緑化ガイド

ライン」、「緑のカーテンガイドブック」を取りまとめ、ホームページで公開しています。 

施策実施の

課題 

○専門的な知識を持った職員が不足しています。 

○有識者や研究機関の協力が必要であるが、適切な協力者に関する情報が不足しています。

○情報発信できる体制作りは可能ですが、正確かつ客観的な情報が不足しています。 

○正確かつ客観的な情報について情報収集することは、人員的に限界があります。 

○技術等の最新情報を、定期的に更新していくことは予算面・体制面から難しいと思われます。 

都道府県 政令市等 

特別区 
①実施している 

②過去に実施したことがある 

③今後実施する予定がある又は実施を検討中 

④当面実施する予定はない又は未定 

無回答 

アンケート調査対象外 
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施策(15) 熱中症発症実態に係る調査事業 

実施状況 

 

 

     

施策事例 

○年に１度、消防における熱中症救急搬送データについて集計した結果を市民向けに発信し、

また、週ごとの集計結果は関係部局(環境、健康推進、消防、高齢者支援、学校保健、保育)

に速報値として連絡しています。事業のきっかけは、行政区内で熱中症による死亡例が３年

連続で発生したことで、それを機に関係部局で熱中症連絡会議を立ち上げ、様々な取組を検

討しました。熱中症救急搬送データは公表可能なデータであり、収集に追加費用もかからない

ため採用しました。 

施策実施の

課題 

○熱中症は施策ニーズのある事項ですが、詳細な調査の緊急性がそれほどありません。 

○調査事業の目的や、想定される成果についての情報が不足しています。 

○調査手法についての情報が不足しています。 

○担当部局が環境部局か保健部局か不明確で、必要な体制が構築できません。 

都道府県 政令市等 

特別区 
①実施している 

②過去に実施したことがある 

③今後実施する予定がある又は実施を検討中 

④当面実施する予定はない又は未定 

無回答 

アンケート調査対象外 
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施策(16) 暑さの状況についての情報提供 

実施状況 

 

 

     

施策事例 

○WBGT が 31℃を超えると、環境部局から関係部局(環境、健康推進、消防、高齢者支援、学校

保健、保育)に電話連絡を、また住民向けに報道(ラジオ)による注意喚起を行っています。情

報源は環境省の提供する WBGT 情報を活用しており、連絡体系には光化学オキシダントの連

絡網を活用しています。 

施策実施の

課題 

○現状として、顕著で一目で分かる被害があるわけではありません。 

○担当部局が環境部局か保健部局か不明確で、必要な体制が構築できません。 

○常駐の専従担当者を置くことが困難です。 

○情報提供方法がホームページやメール送信、防災無線に限られ、住民に（特に高齢者に）情

報がいきわたる手段がありません。 

○暑さの異なる都市部にも郊外部にも住民はいるため、正確な情報を発信するには、密な観測

網が必要となりますが、観測手法についての技術的な情報不足や予算・人員不足により難し

い状況にあります。 

都道府県 政令市等 

特別区 ①実施している 

②過去に実施したことがある 

③今後実施する予定がある又は実施を検討中 

④当面実施する予定はない又は未定 

無回答 

アンケート調査対象外 
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2.1.7 ヒートアイランド関連施策の現状と課題のまとめ 

 

・気温、湿度などの観測事業や、都市環境気候図の作成事業、気温上昇を抑制する対策技術の効

果を実証又は認証事業など、ヒートアイランド対策に関連性が強い事業については、ヒートア

イランド対策として施策が進められているものの、その他の事業については、他の施策、特に

地球温暖化対策の一環として位置づけられている傾向が見られました。 

・暑さの状況についての情報提供、対策の導入費用・維持管理費用に対する低利融資は都市の規

模や夏季の気温にかかわらず、相当数の地方公共団体で導入されています。これらの施策が地

方公共団体の状況に左右されず導入しやすい施策であり、ヒートアイランド対策施策の最初の

一歩と言えるでしょう。 

・ヒートアイランド施策を導入していない地方公共団体の多くは、ヒートアイランド対策を喫緊

な取組が必要でないという認識を持っています。これは、ヒートアイランドが大都市のみにお

ける問題であるという認識や、どれだけの気温上昇が問題なのか分からないこと、市民が対策

を求めるだけの実害を感じていないこと、地球温暖化との違いが分かりにくいこと、対策を講

じた際の効果が不明瞭なこと等が影響しているようです。 

・ヒートアイランド現象には、熱中症や睡眠阻害といった健康被害を始めとした影響があること

が指摘されており、対策をないがしろにはできません。しかし、上述したような現象と影響の

因果関係の明確化や、対策が必要な基準の設定等が難しいことも事実です。今後、地球温暖化

対策や生物多様性の保全、緑化推進等、様々な環境保全施策実施に当たって、あらかじめヒー

トアイランド対策を考慮した上で、検討・採用されることが重要です。 

・今回の調査でヒートアイランド対策単独ではなく、地球温暖化対策、緑地の保全、良好な景観

確保等の複数の目的と関連付けて施策を実施している例が多く確認できました。また、都市部

局との連携がヒートアイランド対策を実施することが有効であることも確認できました。この

ことから、持続可能な都市づくりのために必要な施策、特に地球温暖化対策、循環型社会構築

及び生態系保全に係る施策とヒートアイランド対策を関連づけて、都市部局と連携しながら導

入を図ることが有効であると判断されます。 

 

 


